
The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　　　大卒就職 と大学に お けるキ ャ リア 形 成支援
一

労働力需給 両 面 の 変化 に 直面す る大 学 の 役割 をめ ぐ っ て
一

○小 杉礼子 （労働 政策研究 ・研修機構）　 堀 有喜衣 （労働政策研 究 ・研 究機構 ）

　濱 中義隆 （大 学評価 ・学位授 与機構）　 中島ゆ り （お 茶の 水 女子 大学大学院）

1 ．は じめ に

　大学新卒者 の 労働市場 にお い て は、需給両

サイ ドに変化 がお こ っ て お り、こ の 変化 を背

景に、大学生 ・卒業者 の キ ャ リア 形成に対 し

て大学が果す役割が 重要 に なっ て い る。

　新規大卒者 へ の 労働力需要の 変化 を求人 数

の 変化 で み る と、90年代初 め に大幅に減少 し

た後、90年代末に い っ た ん上昇 し、さ らに 06

年卒以降急拡 大 し、本年 は バ ブル 期並み に回

復 した （リクル
ー

トワ
ー

ク ス 研究所調 べ ）。新

規高卒者 へ の 求人 と比較す ると こ の 大卒求 人

の 増加 は 著 し く、92年に は高卒 と大卒 の 求人

比率 は 1：0．5で あ っ た が 、本年 度卒業予 定者で

は 1：4と 、 逆転 した ばか りで なく大き な差が 開

い て い る （厚生労働省調べ ）。

　新規大卒者 へ の 求人数 の 増減 の 背景 には 、

  景気変動、  雇用 慣行 の 変化 、  産 業構造

の 変化等 の 要 因が あ る と考え られ る 。   は 、

長期雇用 を前提 とした正 社員 を限定化 し非典

型雇 用を多用す る方向 へ の 「目本型雇用慣行」

の 修正 で あ り、新卒採用を厳選 化 した 。 た だ

し、新卒採用 を採 用の 基本 と考える企業が 多

い 点 は変わ っ て い な い 。  は グ ロ
ーバ ル 化 ・

知識 基盤経済化 の 進展 に よる も の で 、労働力

需要 をよ り専門的知識 ・能力 の 発揮が 期待 さ

れ る高学歴者 に集 中させ た 。 現在 、   の 景気

好転 に よ り労働力需要 の 大幅 な増加が起 こ っ

て い るが 、  お よび   の も と、それ は新規大

卒者 に集 中し て い る。

　 労働力需要側 は 労働力の 質 へ の 要求 も強 め

て い る 。 経済産業省が設 置 した産業界 と大学

人等で 構 成 され た 「社会人基礎力 に 関す る研

究会」（2006 ）は 「組織や地域社会で 多様 な人 々

とともに仕事を行 っ て い く上 で 必要 な基礎的

な能力」 と し て 「前に 踏み 出す力 」　 「考え抜

く力」　 「チ
ー

ム で 働 く力」　 （さ らに 、 下位分

類 として 「主体性 」　「課題 発 見力 」　 「発信力」

な どの 12 の 能力要 素〉 を示 し、こ れ を企業

と大学 との コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン を図るた め の

共通言語 と位置づ けた 。

　産業界の 人材要請 は うつ ろ い 易 い も の だ と

す る見方 もあるが 、 近 年にお ける企業内能力

開発 は OJT中心か らOFF− JTへ の傾斜 を強め、

ま た 、コ ン ピ テ ン シ ーに基づ く能力管理 な ど

精緻 な人的資源管理 が導入 され職業能力 を 明

示的に把握する傾 向が進 ん で い る 。 同研 究 会

の 議 論 は こ うした 企業 内の 人 的資源管理
・能

力 開発 と連続 した も の と し て 「基礎 力」 を位

置づ けて お り、こ こ に 示 され る能力観は
一

時

的な もの で は ない と考え られ る 。 ま た 、岩脇 （2

006）は採 用 担当者 へ の 闘 き取 り調 査か ら、現

在 、 企 業が大卒新卒者 に求め る能力 が 「課題 創

造 ・達成力 」を中心に 「コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン 能

力」他 2 要素か ら構成 され る もの で あるこ と

を示 し、企 業総覧の 経年 的分析 か らこれ が 80

年 代半 ば以降評価 の 高ま っ て い る能 力 で あ る

ことを指摘 して い る。

　労働力需要サイ ドの能力観に
一

定の 方 向性

があ るこ とは 明 らか で 、需要の 量的 な拡 大 の

なか で も、大学は こ うした質的期待 へ の 対 応

を求め られ て い る とい える。

　労働力 需 要サイ ドが質 へ の 要求 を強め る理

由の ひ とつ は 上 記の とお り内在的な もの だ が、

もうひ とつ の 理 由は 、供給側 （学生 ） の 変化

で あ る 。 前記研 究 会中 問報告 では 、　 （社会人

基礎力 は） 「従来大人 になる過程で 『自然 と』

身に っ く能力 と考 え られ」て きた が 、それ を

「独 立 の 能力 とし て 明確 に し 、意識 的 に 育

成 ・評価」 しな けれ ばな らな くな っ た とい う

認識 を示 して い る 。

　供給側 の 変化 と して は 、こ うし た カ の 低下、

学力の 低下 、進路決定の 先延 ば し、　 「や りた

い こ と」 へ の こ だ わ り、適職信仰な どが指摘

され、学卒未就職 （フ リータ
ー
、ニ

ー
ト化 ）

や早 期離職者 の 増加 の 背景要 因 と して 議論 さ

れ て きた 。 学卒未就職者 の 増加 は、労働力需

要 の 減少 と供給 の 増加 が もっ とも大 きな要因

だと考 えるが、求人倍 率が 90年代初 め並 み に

回復 し て も、学卒無業率は 当時の 5％水 準 ま で

は低下 して お らず 、供給側の 行動 もそ の 要因
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の ひ とつ で あ る こ とは 間違い ない だ ろう。 新

規学卒時が特別 の 意味を持 つ 労働市場 特性 を

考 える と、求職活動 を続 け られ なくなる よ う

な学生 に対 して の 支援は大学の 課題 だ ろ う。

近年の 競争的環境 を考えれ ば、それは 大学 自

体 の 存続 の た めに も重要 な課題 で あ る 。

　加 えて 、就職協定廃止 後 の 採用 活動 の 早期

化 とイ ン ターネ ッ ト化が 、学生 の 就職活動 に

与える影響が ある。従来の ままの 運営 で は 、

大学 の も っ 相談や 斡旋の 機能 は 十分働 かせ る

こ とがで きな くな っ て い る 。

2 ．本報告の 目的

　本報告 の 目的は 、こ うし た需給両面 で の 変

化 に対 して 個 々 の 大 学は ど の よ うな対応 を し

て い る か を把握 し、また 、そ こ で と られ た対

応は どの よ うな効果 を生ん で い る の か を検討

する こ とで あ る。

　具体的に は、  労働力需要の 変化 につ い て
，

先行研 究で は 明 らか に され て い な い 地 方企

業 ・中小企業 の 特徴を検討す る、  大学 の 就

職お よ び キ ャ リア形成 へ の 支援の 実態 を、労

働力需要 と の 対応 関係、お よび学生 の 課題 と

の 対 応関係 を軸に分析す る 、  学生 の 就職決

定状況 や満足度、卒業後の 大学 へ の 評価や仕

事へ の 満足 度等を規定す る要因 を検討 し 、 大

学の 対応 が学生の 就職 ・
キ ャ リア 形成に どの

よ うな影響 を与 え て い る か を検討する。

3 ．使用 デー
タ

　本発 表 にお い て用 い るデー
タは 、労働政策

研究 ・研修機構が 実施 し た 次の 4 つ の 調査結

果で ある。

調査 1 「大卒採用に関す る企業調査」

　2005年 2月 実施 。 帝国デー
タ バ ン ク ・企業デ

ー
タベ ー

ス か ら規模別 に抽 出率 を設定 して 全

国か ら10，000社 を抽 出 し、電話 に よ り2005年

度大卒採 用実施を確認 して郵送調 査 へ の協力

を依頼 した。4，789社に調査 票 を発送。有効回

収票数 二 1，　362 票 （回収率28，4％） 。

（こ の 調査 と比較対 照 して、ほ ぼ同 じ質問を

含む次 の 調査 も使用 する 。　 「大 卒採用 に関す

る企業調査」 1997 年 11月実施、手 法は ほぼ同

じ。回収票数 ： 1，　269票 （回収率51．　5％’

））

調査 2 「大学就職部／キ ャ リア セ ン ター調査」

　2005 年 7〜8月 実施 。 全 国の 4年制大学 （医

学 ・看護学 ・宗教学の 単科大学を除 く）で平成

16年度に卒業生 を 出 し て い る 全 大 学 （617校）

の 就職部 ・キ ャ リア セ ン タ
ー

に調査票 を発送 。

有効回収票数 ：510票 （回収率82．7％）。

調査 3 「大学生の キ ャ リア展 望 と就職活動 に

関す る実態調査」

　2005年 10〜11月 実施 。 全 国の 4年制大学 （医

歯学 ・看護学 ・宗教学 の 単科大学を除 く〉の う

ち、協力をえ られ た 276校 の 4年生 （医学部 、

歯学部、看護学部 の 学生 を除 く）を対 象 とす

る 。 調査 票配布数 は約 49，000票 （WEB調査分 を

除 く）。各大学 の 就職部 ・キ ャ リア セ ン ターを

通 して学生に配布 した 。 具体的 には、ガ イ ダ

ン ス やゼ ミ等 の機会 に 直接配 布す る 、 大学 か

ら学生 宅に郵送す る、大学か らWEBas査の ア ド

レ ス を配信 ・掲示す る、の い ずれ か に よ っ た。

各大学 にお け る学生の 抽出は 、出来 る限 り当

該大学 の 学生全体を代表 す る よ う依頼 した が 、

学事 日程等の 都合で 内定者の み に配布 した り、
一

部 の 学部の みに配 布 した揚合が あ る。また 、

配布数 も大学の 状況に よ り
一

定で は な い 。有

効回収 票数 ； 18
，
509 票 （内訳 、

WEB 以外＝16，4

86票 ・
回収率 33，6％、WEB調 査 2

，
　023票）。

調査 4 「大学生 の キ ャ リア 展望 と就職活動に

関す る実態調査（第2回）」

　2006 年 6月実施 。 調査 3の 回答者 の うち、卒

業後 の 調 査 へ の 協力 に 同意 した 5，　423名 に調

査票 を発送 し た。WEBに よ る回答 も可 能 と し た 。

有効回収票 2，118票 （回収率 39．1％）。

4 ．分析結果 く 当 日配布資料 に拠 ります ＞

5 ．考察 とま とめ 〈 同上 〉
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